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（単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 50,242,395,390

未収収益 10,658,789

流動資産合計 50,253,054,179

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

工具器具備品 29,771,712

　減価償却累計額　 △ 7,229,088 22,542,624

 有形固定資産合計 22,542,624

固定資産合計 22,542,624

資産合計

負債の部

Ⅰ　流動負債

預り補助金等 14,724,564,000

未払金 19,790,813

未払費用 9,226,595

リース債務 11,271,312

預り金 5,637,020

　　　流動負債合計 14,770,489,740

Ⅱ　固定負債

長期預り補助金等 35,493,835,751

長期リース債務 11,271,312

　　　　固定負債合計 35,505,107,063

負債合計

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 0

　　　　資本金合計 0

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 0

資本剰余金合計

Ⅲ　利益剰余金

当期未処分利益 0

（うち当期総利益 0 ）

利益剰余金合計 0

　純資産合計

負債・純資産合計

貸　　借　　対　　照　　表
（平成２７年３月３１日）
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50,275,596,803

50,275,596,803

0

0

50,275,596,803



（単位：円）

経常費用

業務費

人件費 255,203,537

研究委託費 4,369,370,000

支払リース料 2,056,198

賃借料 70,158,799

通信運搬費 3,529,786

旅費交通費 29,520,116

消耗品費 12,168,315

諸謝金 12,199,521

役務費 108,171,277

減価償却費 7,229,088

その他の業務経費 1,355,409 4,870,962,046

一般管理費

水道光熱費 1,134,207

役務費 2,981,577 4,115,784

　　経常費用合計 4,875,077,830

経常収益

補助金等収益 4,781,086,466

財務収益

受取利息 93,991,364 93,991,364

経常収益合計 4,875,077,830

経常利益 0

0

0

0

損　　益　　計　　算　　書
（平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日）
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税引前当期純利益

当期純利益

当期総利益



Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動に伴う人件費支出 △ 247,487,824

業務活動に伴うその他経費支出 △ 4,583,119,018

一般管理活動に伴うその他経費支出 △ 3,252,244

　　　小　　計 △ 4,833,859,086

利息の受取額 83,332,640

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,750,526,446

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 125,320,000,000

定期預金の払戻による収入 130,920,000,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 5,600,000,000

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 7,229,088

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 7,229,088

Ⅳ 資金増加額 842,244,466

Ⅴ 資金期首残高 20,150,924

Ⅵ 資金期末残高 862,395,390

キャッシュ・フロー計算書
（平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日）

革新的新技術研究開発業務勘定 （単位：円）



Ⅰ　業務費用

　（１）損益計算書上の費用

業務費 4,870,962,046

一般管理費 4,115,784 4,875,077,830

　（２）（控除）自己収入等

　　　財務収益 △ 93,991,364 △ 93,991,364

　　業務費用合計 4,781,086,466

Ⅱ　引当外賞与見積額 7,947,555

Ⅲ　行政サービス実施コスト 4,789,034,021

行政サービス実施コスト計算書
（平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日）

革新的新技術研究開発業務勘定 （単位：円）



（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 0

当期総利益 0

Ⅱ　利益処分額

積立金 0

0

利益の処分に関する書類
革新的新技術研究開発業務勘定



注　記　事　項

 Ⅰ． 重要な会計方針

１．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用している。

なお、主な資産の耐用年数は下記のとおりである。

工具器具備品　２～３年

２．引当金の計上基準

（１）賞与引当金

革新的研究開発基金補助金による財源措置が見込まれるため、賞与支給見込額に

係る引当金は計上していない。なお、行政サービス実施コスト計算書においては、

会計基準第８８に基づき引当外賞与見積額の当期増加額を計上している。

３．リース取引の処理方法

リース料総額が３,０００千円以上のファイナンス・リース取引については、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

リース料総額が３,０００千円未満のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

４．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

 Ⅱ． 重要な債務負担行為

重要な債務負担行為は、9,622,384,500円である。

 Ⅲ． 重要な後発事象

　該当なし

 Ⅳ． 固有の表示科目の内容その他独立行政法人の状況を適切に

開示するために必要な会計情報

１．賞与関係

革新的研究開発基金補助金から充当されるべき賞与の見積りは以下のとおりである。

円8,084,122



２．キャッシュ・フロー計算書関係

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手元現金、随時引き出し可能な預金

からなっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 円

定期預金 円

資金期末残高 円

（２）重要な非資金取引

　ファイナンス・リースによる資産の取得

工具器具備品 円

円

３．金融商品の時価等について

（１）金融商品の状況に関する事項

　　革新的新技術研究開発業務勘定においては、基金の資金運用に当たって、

　支払時期が１年を超えると見込まれる資金については、短期的な資産運用に

　こだわることなく、業務の執行に支障のない範囲で中長期的な資金運用を行う

　こととしている。

　　独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づき、短期または長期の預金等に

　限定した運用を行っている。

（２）金融商品の時価等に関する事項

　　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

　おりである。

（単位：円）

（注）金融商品の時価の算定方法

①現金及び預金

　　　①減損を認識した資産の概要　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

　該帳簿価額によっている。

４．行政サービス実施コスト計算書関係

　該当なし

50,242,395,390

△ 49,380,000,000

862,395,390

29,771,712

29,771,712

貸借対照表
時価 差額

計上額

①現金及び預金 50,242,395,390 50,242,395,390 0



附　属　明　細　書
革新的新技術研究開発業務勘定

１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第８７ 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第９１ 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）

　　及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

（注）　固定資産の当期増減額の主な内容は、次のとおりである。

　　　　・工具器具備品

　　　　　　リース資産の取得による増　29,771,712円

　　　　　　

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 減価償却累計額 減損損失累計額 差引当期末残高 摘　　要
当 期 償 却 額 当 期 減 損 額

有形固定資産 工具器具備品 0 29,771,712 0 29,771,712 7,229,088 7,229,088 0 0 22,542,624

（償却費損益内） 計 0 29,771,712 0 29,771,712 7,229,088 7,229,088 0 0 22,542,624

有形固定資産合計 工具器具備品 0 29,771,712 0 29,771,712 7,229,088 7,229,088 0 0 22,542,624

計 0 29,771,712 0 29,771,712 7,229,088 7,229,088 0 0 22,542,624



２．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（１）長期預り補助金等の明細

（単位：円）

３．役員及び職員の給与の明細

（注）１．職員給与基準の概要

　　　　　独立行政法人科学技術振興機構職員給与規程に基づき支給。

　　　２．報酬又は給与における支給人員数は、年間平均支給人員を記載。

　　　３．損益計算書の人件費には、上記給与の他に法定福利費が含まれる。

　　　　　（法定福利費：27,602千円）

　　　４．（　）は、非常勤の役職員に対するもので、外数である。

　　　５．計数は切り捨てしていることから、合計は一致しないことがある。

　　

４．開示すべきセグメント情報

　　セグメント情報は、勘定区分と同一のため省略している。

５．上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

現金及び預金の明細

（単位：円）

６．重要な債務負担行為の明細

（単位：円）

No

１ 平成26年度委託研究契約(128件)

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

革新的研究開発基金
補助金

46,207,030,217 0 10,713,194,466 35,493,835,751

計 46,207,030,217 0 10,713,194,466 35,493,835,751

区　分
報　酬　又　は　給　与 退 　職 　手 　当

支給額（千円） 支給人員（人） 支給額（千円） 支給人員（人）

職 員
(36,688) (4) (0) (0)

190,914 21 0 0 

合 計
(36,688) (4) (0) (0)

190,914 21 0 0 

内 訳 金 額

普 通 預 金 862,395,390

定 期 預 金 49,380,000,000

合 計 50,242,395,390

内 容 ( 件 数 ) 契 約 額 うち翌期以降支払額

13,991,754,500 9,622,384,500
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